
- 1 -

独立行政法人国立高等専門学校機構の中期計画

（序文）

独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 30 条の規定により、独立

行政法人国立高等専門学校機構（以下「機構」という。）が中期目標を達成す

るための中期計画（以下「中期計画」という。）を次のとおり定める。

（基本方針）

国立高等専門学校は、中学校卒業後の早い段階から、実験・実習・実技等の

体験的な学習を重視したきめ細やかな教育指導を行うことにより、産業界に実

践的技術者を継続的に送り出してきており、また、近年ではより高度な知識技

術を修得するために卒業生の４割近くが進学している。

さらに、これまで蓄積してきた知的資産や技術的成果をもとに、生産現場に

おける技術相談や共同研究など地域や産業界との連携への期待も高まってい

る。

このように国立高等専門学校にさまざまな役割が期待される中、高等学校や

大学とは異なる高等専門学校の本来の魅力を一層高めていかなければならな

い。また、産業構造の変化等を踏まえ、創造力に富み、人間性豊かな技術者の

育成という視点に立って、国立高等専門学校における教育の内容も不断に見直

す必要がある。

こうした認識のもと、大学とは異なる高等教育機関としての国立高等専門学

校固有の機能を充実強化することを基本方針とし、中期目標を達成するための

中期計画を以下のとおりとする。

Ⅰ 業務運営の効率化に関する目標を達成するために取るべき措置

高等専門学校設置基準により必要とされる最低限の教員の給与費相当額及び

各年度特別に措置しなければならない経費を除き、運営費交付金を充当して行

う業務については、中期目標の期間中、毎事業年度につき１％の業務の効率化

を図る。

55 の国立高等専門学校が１つの法人にまとめられたスケールメリットを生

かし、戦略的かつ計画的な資源配分を行う。

Ⅱ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するために取るべき措置
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１ 教育に関する事項

機構の設置する各国立高等専門学校において、別表に掲げる学科を設け、

所定の収容定員の学生を対象として、高等学校や大学の教育課程とは異なり

中学校卒業後の早い段階から実験・実習・実技等の体験的な学習を重視した

教育を行い、製造業を始めとする様々な分野において創造力ある技術者とし

て将来活躍するための基礎となる知識と技術、さらには生涯にわたって学ぶ

力を確実に身に付けさせるため、以下の観点に基づき各学校の教育実施体制

を整備する。

（１）入学者の確保

① 中学校長や中学校 PTA などの全国的な組織との関係を緊密にするとと

もに、進学情報誌を始めマスコミを通した積極的な広報を行う。

② 中学生が国立高等専門学校の学習内容を体験できるような入学説明会、

体験入学、オープンキャンパス等の充実を支援する。

③ 中学生やその保護者を対象とする各学校が共通的に活用できる広報資料

を作成する。

④ ものづくりに関心と適性を有する者など国立高等専門学校の教育にふさ

わしい人材を的確に選抜できるように入試方法の在り方の改善を検討す

る。

⑤ 入学者の学力水準の維持に努めるとともに、入学志願者の減少率を 15
歳人口の減少率よりも低い５％程度に抑え、中期目標の最終年度において

も全体として 18,500 人以上の入学志願者を維持する。

（２）教育課程の編成等

① 産業構造の変化や技術の進展、社会の要望等を把握し、学科構成を見直

し、改組・再編・整備や専攻科の整備の方策を検討するため、外部有識者

や各学校の参画を得た調査研究とその成果を活用する。

② 高等学校段階における教育改革の動向を把握し、その方向性を各学校に

周知する。

③ 各分野において基幹的な科目について必要な知識と技術の修得状況や英

語力を把握し、教育課程の改善に役立てるために、学力や実技能力の調査

方法を検討し、その導入を図る。また、英語については、TOEIC などを

積極的に活用する。

④ 卒業生を含めた学生による適切な授業評価・学校評価の方法の開発につ

いて検討し、その導入を図る。

⑤ 公私立高等専門学校と協力して、スポーツなどの全国的な競技会やロボ

ットコンテストなどの全国的なコンテストを実施する。
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⑥ 高等学校段階におけるボランティア活動などの社会奉仕体験活動や自然

体験活動などの様々な体験活動の実績を踏まえ、その実施を推進する。

（３）優れた教員の確保

① 多様な背景を持つ教員組織とするため、中期目標の期間中に、公募制の

導入などにより、教授及び准教授については、採用された学校以外の高等

専門学校や大学、高等学校、民間企業、研究機関などにおいて過去に勤務

した経験を持つ者、又は１年以上の長期にわたって海外で研究や経済協力

に従事した経験を持つ者が、全体として 60 ％以上となるようする。

② 教員の力量を高め、学校全体の教育力を向上させるために、採用された

学校以外の高等専門学校などに 1 年以上の長期にわたって勤務し、またも

との勤務校に戻ることのできる人事制度や、高等学校、大学、企業などと

の任期を付した人事交流制度等について検討を進め、これらの制度を導入

する。

③ 専門科目（理系の一般科目を含む。以下同じ。）については、博士の学

位を持つ者や技術士等の職業上の高度の資格を持つ者、理系以外の一般科

目については、修士以上の学位を持つ者や民間企業等における経験を通し

て高度な実務能力を持つ者など優れた教育力を有する者を採用する。

中期目標の期間中に、この要件に合致する者を専門科目担当の教員につ

いては全体として 70 ％以上とし、理系以外の一般科目担当の教員につい

ては全体として 80 ％以上となるようにする。

④ 中期目標の期間中に、全ての教員が参加できるようにファカルティ・デ

ィベロップメントなどの教員の能力向上を目的とした研修を実施する。ま

た、特に一般科目や生活指導などに関する研修のため、地元教育委員会等

と連携し、高等学校の教員を対象とする研修等に派遣する。

⑤ 教育活動や生活指導などにおいて顕著な功績が認められる教員や教員グ

ループを毎年度表彰する。

⑥ 文部科学省の制度や外部資金を活用して、中期目標の期間中に、300 名

の教員に長期短期を問わず国内外の大学等で研究・研修する機会を設ける

とともに、教員の国際学会への参加を促進する。

（４）教育の質の向上及び改善のためのシステム

① 中期目標中の期間中に、各学校の枠を越え、校長や教員の教育研究の経

験や能力を活用した研究会や委員会などの組織において決定した 5 つ以上

の分野について、国立高等専門学校の特性を踏まえた教材や教育方法の開

発を推進する。

② 毎年度サマースクールや国内留学などの多様な方法で学校の枠を超えた
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学生の交流活動を開催する。

③ 各学校における特色ある教育方法の取組みを促進するとともに、優れた

教育実践例を毎年度まとめて公表するなど、各学校における教育方法の改

善を促進する。

④ 学校教育法第 123 条において準用する第 109 条第 1 項に規定する教育研

究の状況についての自己点検・評価、及び同条第 2 項に基づく文部科学大

臣の認証を受けた者による評価など多角的な評価への取組みによって教育

の質の保証がなされるように、総合的なデータベースを計画的に整備する。

⑤ 中期目標の期間中に、乗船実習が義務付けられている商船学科の学生を

除き、中期目標の期間中に、過半数の学生が卒業までにインターンシップ

に参加できるよう、産業界等との連携を組織的に推進する。

⑥ 技術科学大学を始めとする理工系大学との間で定期的な協議の場を設

け、教員の研修、教育課程の改善、高等専門学校卒業生の継続教育などの

分野で、有機的な連携を推進する。

⑦ 独立行政法人メディア教育開発センター等と連携するなどして、インタ

ーネットなどｅ－ラーニングを活用した教育への取組みを充実させる。

（５）学生支援・生活支援等

① 中学校卒業直後の学生を受け入れ、かつ、相当数の学生が寄宿舎生活を

送っている特性を踏まえ、中期目標の期間中に全ての教員が受講できる

ように、メンタルヘルスを含めた学生支援・生活支援の充実のための講

習会を実施する。

② 図書館の充実や寄宿舎の改修などの計画的な整備を図る。

③ 独立行政法人日本学生支援機構などと緊密に連携し、各学校における各

種奨学金制度など学生支援に係る情報の提供体制を充実させる。

（６）教育環境の整備・活用

① 施設・設備のきめ細やかなメンテナンスを実施する。

② 産業構造の変化や技術の進展に対応できる実験・実習や教育用の設備の

更新、実習工場などの施設の改修をはじめ、校内の環境保全、バリアフリ

ー対策、寄宿舎の整備など安全で快適な教育環境の充実を計画的に推進す

る。

③ 設備の更新に当たってはリース制の導入も視野に入れた検討をする。

④ 労働安全衛生法等を踏まえ、化学物質等の適切な取扱いなど、学生や教

職員の危険又は健康障害の防止のために全ての学校に共通する安全管理マ

ニュアルを策定するとともに、必要な各種の安全衛生管理の有資格者を確

保する。
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⑤ 常時携帯用の安全管理手帳を作成して全ての教員及び学生に配布する。

⑥ 中期目標の期間中に専門科目の指導に当たる全ての教員・技術職員が受

講できるように、安全管理のための講習会を実施する。

⑦ 平成１６年１０月に発生した新潟県中越地震で被災した長岡工業高等専

門学校について、授業等に支障を来さないための措置を講ずる。

２ 研究に関する事項

① 学校間の共同研究を企画するとともに、研究成果等についての情報交換

会を開催する。また、科学研究費補助金応募のためのガイダンスを開催す

る。

② 国立高等専門学校の持つ知的資源を活用して、地域を中心とする産業界

や地方公共団体との共同研究、受託研究への取り組みを促進するとともに、

これらの成果を公表する。

③ 発明届出件数、教員が発明者になった特許出願件数、特許取得件数のい

ずれも増加するように、研究成果を知的資産化するための体制を整備する。

３ 社会との連携、国際交流等に関する事項

① 地域共同テクノセンターなどの施設や設備の充実を計画的に推進する。

② 教員の研究分野や共同研究・受託研究の成果などの情報を印刷物、デー

タベース、ホームページなど多様な媒体を用いて企業や地域社会に分かり

やすく伝えられるよう各学校の広報体制を充実する。

③ 満足度調査において公開講座の参加者の７割以上から評価されるよう

に、地域の生涯学習機関として各学校における公開講座の充実を支援する。

④ 国立高等専門学校の卒業生の動向を把握するとともに、卒業者のネット

ワーク作りとその活用を図る。

⑤ 安全面への十分な配慮を払いつつ、学生や教員の海外交流を促進するた

め海外の教育機関との国際交流を推進する。

⑥ 特に留学生に対しては我が国の歴史・文化・社会に触れる

研修旅行などの機会を学校の枠を越えて毎年度提供する。

４ 管理運営に関する事項

① 機構としての迅速かつ責任ある意思決定を実現するとともに、そのスケ

ールメリットを生かし、戦略的かつ計画的な資源配分を行う。

② 管理運営の在り方について、校長など学校運営に責任ある者による研究

会を開催する。

③ 法人としてのスケールメリットを生かし、事務の効率化・合理化を図る

ため、中期目標の期間中に、財務会計管理、人事管理、給与管理について
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一元的な共通システムを構築する。

④ 事務職員や技術職員の能力の向上のため、必要な研修を計画的に実施す

るとともに、必要に応じ文部科学省などが主催する研修や企業・地方自治

体などにおける異業種体験的な研修などに職員を参加させる。

⑤ 事務職員については、国立大学との間や高等専門学校間などの積極的な

人事交流を図る。

５ その他

平成 16 年４月から学生受入を開始する沖縄工業高等専門学校については、

学年進行にあわせ、施設設備の整備や教職員の配置を確実に図る。

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

１ 収益の確保、予算の効率的な執行、適切な財務内容の実現

２ 予算

別紙１

３ 収支計画

別紙２

４ 資金計画

別紙３

５ 予算等のうち常勤役職員に係る人件費

平成 22 年度の常勤役職員に係る人件費を平成 17 年度（49,734 百万円）に

比べて 5.0 ％以上（平成 20 年度までには概ね 2.5 ％以上）削減する。ただし、

平成 18 年度以降の人事院勧告を踏まえた給与改定を行った場合は、その改

定分については、削減対象から除く。なお、人件費の範囲は報酬（給与）、

賞与、その他の手当であり、退職金、福利厚生費（法定福利費及び法定外福

利費）は含まない。その際、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、役職員の

給与について、必要な見直しを行う。

Ⅳ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

177 億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受入の遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策

費として借入することが想定される。

Ⅴ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

計画の予定なし。
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Ⅵ 剰余金の使途

決算において剰余金が発生した場合には、教育研究活動の充実、学生の福

利厚生の充実、産学連携の推進などの地域貢献の充実のために充てる。

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

１ 施設・設備に関する計画

教育研究の推進や学生の福利厚生の改善のために必要な施設設備の新設、

改修、増設等を計画的に進める。

２ 人事に関する計画

（１）方針

教職員ともに積極的に人事交流を進め多様な人材の育成を図るとともに、

各種研修を計画的に実施し資質の向上を図る。

（２）人員に関する指標

常勤職員について、その職務能力を向上させるとともに、中期目標期間

中に全体として効率化を図りつつ、常勤職員の抑制を図る。

３ 設備に関する災害復旧に係る計画

平成１６年に発生した新潟県中越地震並びに台風１６号、１８号及び２３

号により甚大な被害を受けた設備の復旧整備をすみやかに行う。

（参考１）

ア 期初の常勤職員数 6,754 人

イ 期末の常勤職員数の見込み 6,754 人以内

期末の常勤職員数については見込みであり、今後、機構の新体制にお

いて、国立高等専門学校の教育水準の維持向上を図りつつ、業務運営の

効率化を推進する観点から人員の適正配置に関する目標を検討し、これ

を策定次第明示する。

（参考２）

中期目標期間中の人件費総額見込み 280,841 百万円

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務

手当に相当する範囲の費用である。
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（別紙１）

平成１６年度～平成２０年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入

運営費交付金 ３４９，８３０

施設整備費補助金 １３，９４７

施設整備資金貸付金償還時補助金 １６，０９６

自己収入

授業料及入学金検定料収入 ６１，３１０

雑収入 ２，４０７

産学連携等研究収入及び寄付金収入等 ５，３７９

計 ４４８，９６９

支出

業務費

教育研究経費 ３７０，９４８

一般管理費 ４２，５９９

施設整備費 １３，９４７

産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 ５，３７９

長期借入金償還金 １６，０９６

計 ４４８，９６９

[人件費の見積り]

中期目標期間中総額２８０，８４１百万円を支出する。（退職手当は除く）

注）人件費の見積りについては、１７年度以降は１６年度の人件費見積り額を踏まえ試算

している。

注）退職手当については、国立高等専門学校機構退職手当規則に基づいて支給することと

するが、運営費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程にお

いて国家公務員退職手当法に準じて算定される。
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[運営費交付金の算定ルール]

○平成１６年度については、積み上げ方式とする。

○平成１７年度以降の毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分に

基づき、それぞれの対応する数式により算定したもので決定する。

Ⅰ〔教育等標準運営費交付金対象事業費〕

①「一般管理費」：管理運営に必要な職員（役員含む）の人件費相当額及び管理運営

経費の総額。Ｈ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＨ（ｙ）。

②「学科等教育研究経費」：学科等の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人件費

相当額及び教育研究経費の総額。Ｃ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＣ（ｙ）。

（Ｃ（ｘ）は、設置基準に基づく教員にかかる給与費相当額。）

③「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全

に必要となる経費。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。

〔教育等標準運営費交付金対象収入〕

④「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。（平

成１５年度入学料免除率で算出される免除相当額については除外）

⑤「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。（平

成１５年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外）

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕

⑥「学科等教育研究経費」：学科等の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の

人件費相当額及び教育研究経費の総額。Ｃ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＣ

(ｙ)。

⑦「附属施設等経費」：附属施設の教育研究活動に必要となる教職員の人件費相当額

及び事業経費の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。

⑧「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として、当該事業年度において措置する

経費。

⑨「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度に措置する経費。

〔特定運営費交付金対象収入〕

⑩「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分）、授業料収入（収容

定員超過分）、雑収入。平成１６年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）

１． 毎事業年度の教育研究経費にかかる教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金

については、以下の数式により決定する。

Ａ（ｙ）＝ Ｃ（ｙ）＋ Ｄ（ｙ）＋ Ｅ（ｙ）＋Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ）

（１）Ｃ（ｙ）＝ ｛Ｃ（ｙ－１）×β（係数）×γ（係数）－Ｃ（ｘ）｝×α（係数）

＋Ｃ（ｘ）
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（２）Ｄ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ－１）×β（係数）×α（係数）

（３）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）×α（係数）± ε（施設面積調整額）

（４）Ｆ（ｙ）＝ Ｆ（ｙ）

（５）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ）

各経費及び各係数値については、以下の通り。

Ｃ （ｙ）： 学科等教育研究経費（②、⑥）を対象。

Ｄ （ｙ）： 附属施設等経費（⑦）を対象。

Ｅ （ｙ）： 教育等施設基盤経費（③）を対象。

Ｆ （ｙ）： 特別教育研究経費（⑧）を対象。

Ｇ （ｙ）： 入学料収入（④）、授業料収入（⑤）、その他収入（⑩）を対象。

２．毎事業年度の一般管理費等にかかる教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金

については、以下の数式により決定する。

Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ）＋ Ｉ（ｙ）

（１）Ｈ（ｙ）＝Ｈ（ｙ－１）×α（係数）

（２）Ｉ（ｙ）＝Ｉ（ｙ）

Ｈ（ｙ）： 一般管理費（①）を対象。

Ｉ（ｙ）： 特殊要因経費（⑨）を対象。

各経費及び各係数値については、以下の通り。

α（アルファ） ：効率化係数。△１％とする。

β（ベータ） ：教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必

要性を総合的に勘案して必要に応じ運用するための係数。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度おける具体的な係数

値を決定。

なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用す

る場合には、一般管理経費についても必要に応じ同様の調整を行う。

γ（ガンマ） ：教育研究組織係数。学科等の組織整備に対応するための係数。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係

数値を決定。

ε（イプシロン）：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整

額。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調

整額を決定。

［中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等］

注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、

各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算

され、決定される。

・「特別教育研究経費」、「特殊要因経費」については、平成１７年度以降は１６年度
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と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想される

ため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

・平成１６年４月から学生受け入れを開始する組織（専攻科、沖縄工業高等専門学校）

について、学年進行により生じる収入（授業料）及び支出（特殊要因経費）予定額

を１６年度予算積算事項・単価に基づき試算している。

・「教育研究政策係数」「教育研究組織係数」は１とし、また、「施設面積調整額」に

ついては、面積調整はないものとして試算している。

注）施設整備費補助金は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注）施設整備資金貸付金償還時補助金は、償還計画に基づく所要額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄付金収入等については、１７年度以降１６年度と同額とし

て試算した収入予定額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄付金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費、施設整備費については、１６年度見積り額を踏まえ試算した支出予定額を計

上している。

注）産学連携等研究経費及び寄付金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄付金収入等に

より行われる事業経費を計上している。

注）長期借入金償還金については、償還計画に基づく所要額を計上している。
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施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

・苫小牧 校舎新築 総額 施設整備費補助金（13,947）
・鶴岡 校舎新築 １３，９４７

・東京 専攻科・総合教育棟新築

・長野 専攻科棟新築

・大分 専攻科棟新築

・本部 本部棟新築

・小規模改修等

・沖縄 土地購入

注）施設・設備の内容は、平成１６年度施設整備費補助金に係る事業であり、予定額

は、１６年度の施設整備費補助金のほか、小規模改修等について１７年度以降は１

６年度同額として試算している。なお、中期目標を達成するために必要な業務の実

施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修

（更新）等が追加される見込である。

注）なお、財源は、施設整備費補助金のほか、事業の進展等により事業年度において

は、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金が想定されるが、

具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において決定される。
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（別紙２）

平成１６年度～平成２０年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部

経常費用 ４３２，１８８

業務費 ３９７，１１９

教育研究経費 ６７，２５２

受託研究費等 ２，２２７

役員人件費 ７８４

教員人件費 ２１５，８５５

職員人件費 １１１，００１

一般管理費 ２１，８０７

財務費用 ０

雑損 ０

減価償却費 １３，２６２

臨時損失

収入の部

経常収益 ４３２，１８８

運営費交付金 ３４９，８３０

授業料収益 ５４，５９２

入学金収益 ４，８６３

検定料収益 １，８５５

受託研究等収益 ２，２２７

寄附金収益 ３，１４０

財務収益 ０

雑益 ２，４１９

資産見返運営費交付金戻入 ６，２９４

資産見返物品受贈額戻入 ６，９６８

臨時利益 ０

純利益 ０

総利益 ０

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。



- 14 -

（別紙３）

平成１６年度～平成２０年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出

業務活動による支出 ４０８，６７８

投資活動による支出 ２４，１９５

財務活動による支出 １６，０９６

次期中期目標期間への繰越金 １，２１３

資金収入

業務活動による収入 ４１８，９２６

運営費交付金による収入 ３４９，８３０

授業料及入学金検定料による収入 ６１，３１０

受託研究等収入 ２，２２７

寄付金収入 ３，１４０

その他の収入 ２，４１９

投資活動による収入 ３０，０４３

施設費による収入 ３０，０４３

その他の収入 ０

財務活動による収入 ０

前期中期目標期間よりの繰越金 １，２１３
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（別表）

収容定員

学校名 本科に設置する 備 考

16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 学科

機械工学科 専攻科の入学定員

函館工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 情報工学科 の10 ％程度とする。

物質工学科

環境都市工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

苫小牧工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 情報工学科 の10 ％程度とする。

物質工学科

環境都市工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

釧路工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科

建築学科

機械ｼｽﾃﾑ工学科 専攻科の入学定員

旭川工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 制御情報工学科 の10 ％程度とする。

物質化学工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

八戸工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 物質工学科 の10 ％程度とする。

800 800 800 800 800 建設環境工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

一関工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 制御情報工学科 の10 ％程度とする。

物質化学工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

宮城工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 建築学科 の10 ％程度とする。

材料工学科

情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科
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情報通信工学科 専攻科の入学定員

仙台電波工業 電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

秋田工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 物質工学科 の10 ％程度とする。

環境都市工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

鶴岡工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 制御情報工学科 の10 ％程度とする。

物質工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

福島工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 物質工学科 の10 ％程度とする。

建設環境工学科

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報

学科

機械ｼｽﾃﾑ工学科 専攻科の入学定員

茨城工業 電気電子ｼｽﾃﾑ工 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 学科 の10 ％程度とする。

電子制御工学科

電子情報工学科

物質工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

小山工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

物質工学科

建築学科

機械工学科 専攻科の入学定員

群馬工業 電子ﾒﾃﾞｨｱ工学 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 科 の10 ％程度とする。

電子情報工学科

物質工学科

環境都市工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

木更津工業 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科
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環境都市工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

東京工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科

物質工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

長岡工業 電気電子ｼｽﾃﾑ工 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 学科 の10 ％程度とする。

電子制御工学科

物質工学科

環境都市工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

富山工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 物質工学科 の10 ％程度とする。

環境材料工学科

商船学科 専攻科の入学定員

富山商船 電子制御工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 情報工学科 の10 ％程度とする。

国際流通学科

機械工学科 専攻科の入学定員

石川工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子情報工学科 の10 ％程度とする。

環境都市工学科

建築学科

機械工学科 専攻科の入学定員

福井工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子情報工学科 の10 ％程度とする。

物質工学科

環境都市工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

長野工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

電子情報工学科

環境都市工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

岐阜工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子制御工学科 の10 ％程度とする。



- 18 -

環境都市工学科

建築学科

機械工学科 専攻科の入学定員

沼津工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

制御情報工学科

物質工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

豊田工業 電気・電子ｼｽﾃﾑ は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科

環境都市工学科

建築学科

商船学科 専攻科の入学定員

鳥羽商船 電子機械工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 600 600 600 600 600 制御情報工学科 の10 ％程度とする。

機械工学科 専攻科の入学定員

鈴鹿工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子情報工学科 の10 ％程度とする。

生物応用化学科

材料工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

舞鶴工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

建設ｼｽﾃﾑ工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

明石工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 都市ｼｽﾃﾑ工学科 の10 ％程度とする。

建築学科

機械工学科 専攻科の入学定員

奈良工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科

物質化学工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

和歌山工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 物質工学科 の10 ％程度とする。

環境都市工学科



- 19 -

機械工学科 専攻科の入学定員

米子工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

物質工学科

建築学科

機械工学科 専攻科の入学定員

松江工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科

環境・建設工学

科

機械工学科 専攻科の入学定員

津山工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科

商船学科 専攻科の入学定員

広島商船 電子制御工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 600 600 600 600 600 流通情報工学科 の10 ％程度とする。

機械工学科 専攻科の入学定員

呉工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 環境都市工学科 の10 ％程度とする。

建築学科

機械電気工学科 専攻科の入学定員

徳山工業 情報電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 600 600 600 600 600 土木建築工学科 の10 ％程度とする。

機械工学科 専攻科の入学定員

宇部工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 制御情報工学科 の10 ％程度とする。

物質工学科

経営情報学科

商船学科 専攻科の入学定員

大島商船 電子機械工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 600 600 600 600 600 情報工学科 の10 ％程度とする。

機械工学科 専攻科の入学定員

阿南工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 制御情報工学科 の10 ％程度とする。

建設ｼｽﾃﾑ工学科
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機械工学科 専攻科の入学定員

高松工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 制御情報工学科 の10 ％程度とする。

建設環境工学科

情報通信工学科 専攻科の入学定員

詫間電波工業 電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

新居浜工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

生物応用化学科

環境材料工学科

商船学科 専攻科の入学定員

弓削商船 電子機械工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 600 600 600 600 600 情報工学科 の10 ％程度とする。

機械工学科 専攻科の入学定員

高知工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 物質工学科 の10 ％程度とする。

建設ｼｽﾃﾑ工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

久留米工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 制御情報工学科 の10 ％程度とする。

生物応用化学科

材料工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

有明工業 電気工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子情報工学科 の10 ％程度とする。

物質工学科

建築学科

機械工学科 専攻科の入学定員

北九州工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

制御情報工学科

物質化学工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

佐世保工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員
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高等専門学校 800 800 800 800 800 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

物質工学科

情報通信工学科 専攻科の入学定員

熊本電波工業 電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科

機械電気工学科 専攻科の入学定員

八代工業 情報電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 土木建築工学科 の10 ％程度とする。

生物工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

大分工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 制御情報工学科 の10 ％程度とする。

都市ｼｽﾃﾑ工学科

機械工学科 専攻科の入学定員

都城工業 電気情報工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 800 800 800 800 800 物質工学科 の10 ％程度とする。

建築学科

機械工学科 専攻科の入学定員

鹿児島工業 電気電子工学科 は、本科の入学定員

高等専門学校 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 電子制御工学科 の10 ％程度とする。

情報工学科

土木工学科

機械ｼｽﾃﾑ工学科

沖縄工業 情報通信ｼｽﾃﾑ工

高等専門学校 160 320 480 640 800 学科

ﾒﾃﾞｨｱ情報工学

科

生物資源工学科


